
 

 

2019年 10月 21日 

株式会社 鹿児島銀行 

 

「災害に強い街づくり」に向けた取り組みについて 

（お客さまのＢＣＰ策定支援） 

 

 鹿児島銀行（頭取 松山澄寛）は、当行グループ会社である株式会社九州経済研究所（代表取締役 中元公明）

ならびに九州共同株式会社（代表取締役 日高正文）と連携し、お客さまのＢＣＰ策定支援を開始いたします。 

 当行は、ＳＤＧｓ視点の取り組みとＥＳＧ経営の実践による具体的な施策の展開を通じて、各種地域課題の解

決を図り、持続可能な地域社会の実現を目指してまいります。 

 

記 

１．概要 

取り組み概要 
お客さまのＢＣＰ策定ニーズに応じて、当行グループならびに連携先と協力して有償で策

定支援を行い、災害に強い街づくりに向けて取り組むもの 

目的・背景 

・当行は、「サステナビリティ全体構想」における具体的な取り組み内容として、「災害に

強い街づくり」を掲げている。 

・近年、大規模な自然災害の増加や家畜伝染病発生の広域化など、従来に増して各種リス

クが増加しているものの、地域におけるＢＣＰ策定率は依然低調である。この状況を「地

域課題」として捉え、当行グループならびに連携先が、本業として策定支援を行い、非

常時におけるお客さまの事業継続性を高めるもの。 

・具体的には、当行営業担当者が確認したお客さまのＢＣＰ策定ニーズに基づき、株式会

社九州経済研究所がＢＣＰ策定支援を行う（ソフト面支援）。策定作業の中で顕在化した

各種リスクに備え、必要に応じて九州共同株式会社が防災用品や設備などの整備を支援

するもの（ハード面支援）。 

・結果として、災害に強い街づくりの実現への取り組みを通じて、持続可能な地域社会の

実現を目指すもの。 

参考：地域別ＢＣＰ策定率（民間調査会社調べ） 

    鹿児島県：11.3％、宮崎県 16.7％、沖縄県 10.5％ 

    全国平均：15.0％ 

策定支援 

連携事業者 

株式会社九州経済研究所 

九州共同株式会社  

開始日 2019年 10月 21 日（月） 

 ＊ＢＣＰ（Business Continuity Plan、事業継続計画）：各種災害発生時において、事業資産の損害を最小限

に留めつつ、事業の継続や復旧を図るための方法・手段を定めた計画 
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ＢＣＰ策定率の向上 ～ 鹿児島県内策定率11.3％／全国平均15.0％

火山・巨大地震・台風 河川・土砂災害 家畜伝染病ライフライン（停電など）
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災害発生時の事業継続性確保 ～ 事業縮小・倒産・廃業リスクへの対応

ノウハウ・スキル不足 人材不足 時間的制約 危機意識の不足
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日常の営業活動／SDGs視点に基づく各種施策の実践

事業性評価の取り組み お客さまの本業支援 SDGs意識の醸成

BCP策定状況の確認・ニーズ喚起
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３．対応するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

以上 

 
【本件に関するお問い合わせ先】 

鹿児島銀行 地域支援部 ソリューショングループ 

TEL：099-239-9720（ダイヤルイン） 

目標１３．自然災害に対する強靭性および適応力の強化 
 （災害に強い街づくりの実現） 


